Policy Evaluation Using a Consumer Surplus Approach (Japanese) by KANEMOTO Yoshitsugu
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社会的費用：(1)  高速道路の建設費用、(2)高速道路の維持管理費用 
社会的便益：(1)  利用者便益（道路利用者の消費者余剰）の増加、(2)  燃料税収、高速道路料金
収入（生産者余剰）の増加、(3)  温暖化ガス、大気汚染、交通事故等による外部費用の減少 
 
  社会的便益のなかで利用者便益が大きな比重を占めることが多い。 この利用者便益を推定する
伝統的な手法が、消費者余剰アプローチである。 
マーシャルの消費者余剰 
  消費者余剰アプローチにおける便益計測では、 需要曲線の左側の面積で表されるマーシャルの
消費者余剰を用いる。図 1 では、価格が
B p のときの消費者余剰は、三角形
B ABp の面積で表さ 
  3
れる。これは以下のように説明できる。 
















  需要曲線の高さは、 需要者が支払ってよいと思っている価格を表す。 供給量がゼロの状態から






































































  便益評価における第二の課題は需要量の予測である。 これは、 政策を実行した場合としなかっ




A BBCp p の面積であり、 
(1)   ( )( )











  第一に、 現状維持ケースの方が予測が容易であるので、 第一次接近として長方形
A BBEp p の面
積、 
(2)   ( )

























  上の図 1 に示されているような部分均衡の枠組みを用いた消費者余剰アプローチは、 これらの
波及効果を無視している。次に、波及効果を考慮に入れた場合の便益評価を考えてみよう。 
  すべての財・サービスの価格がそれぞれの社会的限界費用に一致して、 効率的な資源配分が達
成されるケースをファースト・ベスト（最善）と呼んでいる。ファースト・ベストのケースにお
いては、部分均衡の枠組みを少しだけ拡張すれば、波及効果を含むようにできる。以下の図 2




変化する。そうすると、部分均衡需要曲線もシフトし、市場均衡は B 点から C 点に移る。波及
効果を無視したときの均衡点は F 点であり、F 点と C 点の差が波及効果を反映している。 
  波及効果による部分均衡需要曲線のシフトをたどりながら描いた需要曲線が、 一般均衡需要曲
線である。付録１で示すように、波及効果を含む便益は一般均衡需要曲線の左側の面積（図 2
では台形
A BBCp p 1 1 の面積）になる。部分均衡の便益（台形
A BBFp p 1 1 ）との差の斜線部分が波及
効果による便益の増加分である。  
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  波及効果の便益が直接市場における消費者余剰だけで計測できるのは、 他市場における波及効
果の便益が相殺し合うことによる。直観的には、以下のように説明できる。 




 次 に 、 プロジェクトによる直接市場の価格変化を微小な変化の積み重ねとして表現してみよう。
つまり、価格
B p1 から出発して、それがほんの少し（
















  波及効果の便益に関して以下の点が重要である。 





























変化する。市場２では限界費用＝平均費用は 2 c で一定であり、変化しないものとする。しかし
ながら、市場１での価格低下によって、市場２の需要は減少する。具体的には、部分均衡需要曲
                                                           
1  間接効果が相殺し合うことはずいぶん前から知られており、たとえば、Mohring (1976)  によっ
ても指摘されている。日本語での解説については、金本 (1996)、金本・長尾 (1997)、赤井・
金本 (1999) 等を参照。  
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線が左側にシフトし、市場均衡が G 点から F 点に移る。この場合の一般均衡需要曲線は
) ( 2 2 2 p d Q = であり、 2 p 点を通る水平線になる。なお、市場２の価格が変化しないので、市場１
では部分均衡需要曲線と一般均衡需要曲線が一致すると仮定している。 












































A BABp p 1 1 の面積であ
る。生産者余剰の増加は長方形
A ABCc p 1 1 の面積から長方形




A Q2 に減少するので、生産者余剰が長方形 FGHI だけ減少する。したがって、両方の市場を合わ
せた社会的便益は、市場１の斜線部の面積から市場２の灰色部分の面積を引いたものになる。 






B Q2 の点での支払い意思額は 2 p である。ここで、市場１の価格
が少し下がると、部分均衡需要曲線は左側に少しシフトし、市場２の需要量が減少する。この減
少した需要量の点での支払い意思額はシフトした後の需要曲線を用いて計測しなければならな
いので、前と同じく 2 p である。市場１の価格が下がる前の部分均衡需要曲線のもとでは支払い
意思額は 2 p より高いが、部分均衡需要曲線がシフトしているので、支払い意思額は前と同じ水
準にとどまるのである。 したがって、 利用者便益は部分均衡需要曲線ではなく一般均衡需要曲線 
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を用いて計測しなければならない。 




   消費者余剰＋生産者余剰＝グロス消費者余剰＋総費用 
という関係が成り立つ。 図 3 の例では、 市場１におけるグロス消費者余剰の増加は台形
B AQ ABQ 1 1
の面積であり、 総費用の増加は長方形 1 1 1 O CQ c
























i C に変化する場合には、グロス消費者余剰の増加は 

























 − − − + =
















C C Q Q p p
C GCS B






  この公式を消費者余剰と生産者余剰を用いて表すことも可能である。消費者余剰の増加は 




については Kidokoro (2004)  も参照されたい。  
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i i Q Q p p CS + − = ∆  
で、生産者余剰の増加は 












i i C Q p C Q p PS − − − = ∆  
であるので、 










 − − − + + − =
























C Q p C Q p Q Q p p
PS CS B






 公 式 (5)から分かるように、社会的便益は社会的総費用の減少分にグロス消費者余剰の増加分
を加えたものである。 しかしながら、 道路投資の費用便益分析マニュアルには総費用の減少分を
用いて便益評価を行うとしているものがみられる。 たとえば、 アメリカの 1960 年マニュアル （Red 
Book）では、地点間の交通量は変化しないと想定して、それらを結ぶ複数ルート（リンク）間
の交通量配分が投資によってどう変化するかだけを考えて、 便益を総交通費用の減少だけで計測










                                                           
3  If a highway network is estimated to have the same total number of trips before and after an 
improvement and the trips are all by the same mode, all of the changes in traffic density by link result 
from diverted trips. User benefits can then be calculated correctly either by (1) summing consumers' 
surplus calculations for each link with the formula noted previously (the consumers' surplus approach), 
or (2) finding the difference between the sum of total user cost calculations for each link with and 
without the improvement (the total transportation cost approach). The former course is recommended, 
first because it provides a single approach for situations with and without induced travel, and second 
because it can correctly account for the value of any intermodal shifts, such as between private auto and 
bus transit modes. Such shifts represent, for each of the modes affected, induced traffic (or, conversely, 
traffic shifted away from a given mode), and should be evaluated on the basis of the traveler's 
willingness to pay for the more favorable travel time or convenience of the mode to which he shifts. 




  以上が教科書的な説明であるが、 実際のケースへの適用はそれほど簡単ではない。 適用に際し
てどういった問題が発生するかを、２つの例を用いて見てみよう。 
  第一に取り上げるのは、 アメリカの交通省が行った燃費規制の費用便益分析である。 アメリカ
では、1975 年から自動車（乗用車及び小型トラック）に対する燃費規制が行われている。これ
は CAFE（Corporate Average Fuel Efficiency、企業別平均燃費）規制と呼ばれており、各企業が生
産する自動車の平均燃費が一定水準以下でなければならないとし、 それを超える場合には罰金を
課すというものである。4 
  アメリカでは、規制の新設の際には規制影響評価（Regulatory Impact Analysis）を行わなけれ
ばならないことになっており、 2003 年 4 月に連邦道路交通安全庁 （National Highway Traffic Safety 
Administration）が最終経済評価（NHTSA (2003)）を公表している。これはほぼ 200 ページにわ
たる大部の報告書であるが、 2005 年から 2007 年にかけて販売される小型トラックに対して適用
される企業別平均燃費規制について、その便益と費用を計算している。なお、アメリカにおける







ス） と比較する。 比較対象とする現状維持ケースは、 ベースラインと呼ばれることが多い。 CAFE
規制案に関して設定されたベースラインは、既存の規制値の 20.7 マイル／ガロンを維持するこ
とであり、分析する政策提案は、これを 2005 年モデルについては 21.0、2006 年モデルについて
は 21.6、2007 年モデルについては 22.2 に引き上げることである。5 





                                                           
4  日本でも、 車両重量や用途ごとに燃費目標基準値が設定され、 メーカー単位で各車両重量区分
ごとに出荷台数で加重して調和平均した値が目標基準値を下回らないことが要求されている。  
5  これらの規制値をキロメーター／リットルに変換すると、既存規制は約 8.75km/リットルで、





  結論としては、以下の表 1 のように、どのモデル年でも便益が費用を若干上回っている。ただ
し、規制が年々厳しくなるので、費用は 2005 年の１台あたり 22 ドルから 2007 年の 106 ドルに
大幅に増加している。なお、小型トラックの価格は 2002 年の平均で 25,200 ドルであり、規制に
よるコスト増は最も大きい 2007 年モデルについても価格の 0.5％に満たない。 
表 1   小型トラックに対する CAFE 規制の社会的便益と費用：１台あたり平均値 
モデル年 費用 便益 純便益
2005   22   29   7 
2006   67   83  16 
2007 106  121 15 
注：NHTSA (2003)の Table 1 による。単位：ドル、2000 年価格 
 
社会的費用の推計 
  規制の社会的費用については、 規制強化によって小型トラック生産者の費用がどれだけ上昇す
るかを、 企業から提出された生産計画に関する機密資料や連邦政府がもっているデータに基づい
て推計している。2002 年の 12 月に規制案を提案した際に、連邦道路交通安全庁による費用推計







  燃費規制の強化の社会的便益として推計されているのは、以下の５つである。 
(1)  燃料節約 
  燃費の向上によって燃料消費が減少するので、社会全体としての資源の節約ができる。 
(2)  原油輸入減少による外部費用削減 
  燃料消費の減少は原油輸入の減少をもたらす。 輸入原油への依存はＯＰＥＣの価格支配力によ
る石油価格の上昇や安全保障上の外部費用をもたらす。 原油輸入の減少はこれらの外部費用を減
少させる。 
(3)  リバウンド効果 





(4)  ガソリン生産と流通における大気汚染の減少 
  燃費の向上はガソリン消費量を減少させるので、 精製や流通の段階における大気汚染の減少を
もたらす。 
(5)  給油間隔の拡大効果 
  燃費の向上はガソリンの給油間隔を拡大する効果を持つので、 消費者が給油のためにかけなけ
ればならない時間費用等を減少させる。 
表 2   CAFE 規制の社会的便益（費用） 
区分 2005年モデル 2006年モデル 2007年モデル 
燃料節約 263.9  779.7  1,160.8 
原油輸入外部性減少   18.5   54.7     81.3 
リバウンド効果による消費者
余剰増加 
  0.3    2.9      6.3 
リバウンド効果による外部費
用（混雑、事故、騒音） 
-87.4  -261.1    -395.6 
大気汚染減少   2.4   8.0     12.7 
給油間隔の拡大  20.5  60.3     89.6 
合計  218.2  644.5    955.2 
注：NHTSA (2003)の Table VIII-7 による。単位：百万ドル、2000 年価格 
 




よる原単位推計値が用いられており、１マイル当たりで混雑が 4.0 セント、事故が 2.15 セント、
騒音が 0.06 セントである。混雑及び事故の外部性が高く推計されていることが、外部費用が大
きくなっている理由である。 
  社会的便益の推計手法をすべての便益について解説するのは煩雑であるので、 ここでは燃料節
約便益とリバウンド効果だけに絞って見てみたい。 




で、 これを考慮に入れて各モデル年の平均燃費を計算する必要がある。 これらの調整の後で、 2005
年モデルについては、規制燃費が 20.7 から 21.0 に上がるのにともなって、実効燃費は 21.13 か 
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ら 21.29 に上がると推計されている。 









リン価格は 2005 年の 1.37 ドル／ガロンから 2030 年の 1.46 ドル／ガロンまで段階的に上がって
いくと予測されている。税は 0.377 ドル／ガロンで一定であると想定されている。したがって、
税引き価格は 2005 年の 0.99 ドル／ガロンから 2030 年の 1.08 ドル／ガロンまで上昇していく。
第二に、 各年の燃料節約便益を割引率を使って現在価値化する必要がある。 アメリカでは割引率
としては７％が用いられている。 これらの２つの計算を行うと１台あたりの燃料節約便益が得ら
れる。これに販売台数の予測値をかけると表 2 の燃料節約便益が出てくる。 
  リバウンド効果については、 燃費の改善による走行距離の増加を予測しなければならない。 ア
メリカでは、 走行需要の燃料価格弾力性についてかなりの数の実証的研究があり、 それらの推定
値はほぼ 0.1 と 0.2 の間にある。 このことから 2002 年の 12 月に提示した分析では 0.15 の値を用
いた。しかし、パブリック・コメントの中にこの値は低すぎるという意見があったために、2003
年 4 月の最終経済評価では 0.2 の値を用いて推計を行っている。 この数字を用いると、 2005 年モ
デルではリバウンド効果によって 1 台あたり 252 マイルの走行距離の増加がある。 これに予想販
売台数をかけると 19.3 億マイルになる。 
  リバウンド効果による消費者余剰の増加を計算するには、 走行コストの減少をまず求めなけれ
ばならない。報告書では、例として、2007 年モデルの 2010 年における便益を計算している。走
行コストは、 0.0760ドル／マイルから0.0735ドル／マイルに0.0025ドル／マイルだけ低下する。
リバウンド効果による走行距離の増加は 7.84 億マイルであるので、消費者余剰の増加は 
   （万ドル） （万マイル） （ドル／マイル） 98 00 4 , 78 0025 . 0
2
1





測し、それに行政管理予算局（OMB, Office of Management and Budget）が推計している費用原単
位をかけて社会的費用を求めている。  
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を無視しても差し支えないのは、規制政策による１台あたりのコストの増加が 22 ドルから 106
ドルで、2002 年の小型トラックの平均価格 25,200 ドルと比較してごく小さいからである。 
  経済学的には単純な分析であっても、 規制による生産コストの増加を予測するには面倒な工学
的な分析が必要であるし、 社会的便益や費用の原単位を設定するにも様々な分野での研究が必要
である。また、残存率や車令別走行距離といったデータも収集しなければならない。 























実験は、同年の 9 月 30 日から 5 日間にわたって行われ、6 時 30 分から 9 時までのピーク時間帯
の料金を約 50％割り引いた。その結果、日東道のピーク時間帯交通量は、試行前（7 月 9 日）の 
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506 台から 1,148 台に増加し、試行が終わった後（約 1 週間後の 10 月 10 日）には 697 台に減少
した。また、試行期間中は、平行する一般道の交通渋滞が目に見えて緩和され、一般道利用者の
所要時間が平均約 5.3 分減少した。 







 表  3 のように、一般道ルートは 24 キロの区間であり、時速 28 キロで走行できるとする。高速
道路は市街地から離れたところにあるので、 両端で一般道を 4 キロ走る必要があり、 高速道路自
体の延長は 26 キロであるとする。速度は、高速道路区間は時速 80 キロ、一般道部分は時速 30
キロであるとする。 
表 3   高速道路ルートと一般道ルート 
ルート  一般道ルート 高速道路ルート 
道路種別  一般道  高速道路  一般道 
距離(km)  24  26   4 








表 4   一般化費用の内訳と交通量 
ルート  高速道路ルート  一般道ルート 
所要時間（分）  27.50  51.43 
時間費用（円／台）     （A）  2,167  4,052 
高速道路料金（円／台）      （B）    750   
走行費用（円／台）         
 燃 料 税            （C1）    146    153 
  走行費用－燃料税         （C2）    280    515 
一般化費用（円／台）  （A+B+C1+C2） 3,342  4,720 










表 5   利用者費用の原単位 
費用項目  費用原単位 
燃料費（円/台・km）    28km/h  6.37 (6.37) 
                       30km/h  6.16 (6.15) 
               高速    80km/h  4.70 (4.66) 
時間費用（円/台・分）  78.8 
走行経費（円/台・km）  28km/h  27.8 
                       30km/h  27.4 






  まず、 高速道路投資自体が社会的に望ましいかどうかの評価を行う。 上の図 1 を用いた評価を
行えばよいが、実際上は２つの課題がある。 











  誰でも思いつくのは、 高速道路に対する代替物として一般道が存在しているので、 一般道の一
                                                           










ると仮定すると、高速道路の需要曲線は図 4 の太線になる。 

















  実際には、需要曲線の縦軸との切片が 2 p に一致する保証はない。たとえば、高速道路のイン
ターチェンジ近くに住む人は、 2 p より高い便益を受ける可能性がある。しかし、日本の高速道
路の場合には、 インターチェンジが市街地から離れていることがほとんどであるので、 こういっ






A p1 ）は、 378 , 1 1 2 = −
A p p （円／台）に交通量 8,000（台／日）をかけたものの半分で約 551
（万円／日）になる。一年当たりの便益はこれに 365 日をかけた約 20.1 億円となる。 
高速道路投資の評価：税・料金・外部費用を考慮した評価 




                                                           
7 AASHTO  (2003)の 3-14 ページを参照。  
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入っていない。表 6 では、外部費用として、温暖化ガス、大気汚染（粒子状浮遊物質 SPM や酸
化窒素 NOx 等）、及び事故費用の３つを取り上げている。混雑外部性も重要な外部費用である
が、 この問題は後ほど考察することとし、 当面のところは交通量が増えても混雑は発生しないと
する。なお、表 6 の計算で用いた外部費用の原単位を表 7 に示している。 
  社会的費用は一般化費用から燃料税と高速道路料金を除き、 外部費用を加えたものである。 高
速道路ルートについては、１台あたり 2,567 円で、一般道では 4,800 円となる。これらの差の１
台あたり 2,233 円が高速道路による社会的な便益となる。 
 
表 6   社会的費用の内訳 
ルート  高速道路ルート  一般道ルート 
一般化費用（円／台）       (A)  3,342  4,720 
税・料金（円／台）小計     (B)    896    153 
  高速道路料金（円／台） （B1）    750   
 燃 料 税           （B2）    146    153 
外部費用（円／台）小計    （C）    120    232 
  温暖化ガス       （C1）     50     53 
  大気汚染        （C2）     26     27 
  事故費用        （C3）     44    152 
社会的費用（円／台）  （A-B+C）  2,567  4,800 
 
 
表 7   外部費用の原単位 
費用項目  費用原単位 
事故費用（円/台・km・日）  一般道  6.36 
               高速  0.74 
温暖化ガス（円／㍑）  19.3 






  次に、表 6 の費用構造を前提に、価格体系の歪みを考慮に入れた便益評価を行う。図 5 は、左
側に高速道路、右側に一般道を表している。 ,720 4 2 = p と ,342 3 1 =
A p が一般道ルートと高速道路
ルートの一般化費用であり、 4,800 2 = c と 2,567 1 =
A c が両ルートの一台あたり社会的費用（平均
社会的費用と呼ぶ）である。混雑を考慮に入れていないので、これらの費用はすべて交通量にか
かわらず一定である。 図 3 と異なり、 一般道ルートでは平均社会的費用が一般化費用を上回って
いることに注意が必要である。高速道路を建設する場合の交通量は表 6 のように、高速道路が
8,000 台／日、一般道が 24,000 台／日であるが、高速道路を建設しない場合の交通量は 30,000 
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台／日であるとする。 したがって、 一般道の交通量は高速道路を建設しない場合には 000 , 30 2 =
B Q
で、高速道路を建設する場合には、これより 6,000 台少ない 000 , 24 2 =
A Q となる。高速道路の建
設によって総交通量は 2,000 台増加することになる。 


































  交通需要は一般化費用によって決まってくるが、 社会的便益は社会的費用を用いて推計しなけ
ればならない。社会的便益は、(1)  高速道路利用者の消費者余剰の増加、(2)  料金・燃料税収入
（生産者余剰）の増加、(3)  外部費用の減少の３つからなる。第一の消費者余剰の増加は、図 5
の三角形 AC
A p1 である。第二の生産者余剰の増加と第三の外部費用の減少は、高速道路におけ
る増加分から一般道における減少分を差し引く必要がある。 高速道路における増加分は図 5 の長
方形
A ACDc p 1 1 である。一般道では外部費用が燃料税収入を上回っているので、交通量の減少に
よって長方形 EFGH だけの便益が生まれる。  
 表  8 は社会的便益の推計額を表している。第一に、消費者余剰の増加（三角形 AC
A p1 ）は、
378 , 1 1 2 = −
A p p 円／台に交通量 8,000 台／日をかけたものの半分である。 一年当たりの便益はこ
れに 365 日をかけた約 20.1 億円／年となる。第二に、高速道路における料金・燃料税収入は、
高速道路料金 750 円／台と燃料税 146 円／台の和である。 これに交通量 8,000 台をかけると一日
当たり約 716.6 万円になる。これに 365 日をかけると、約 26.16 億円／年となる。同様に、一般
道では、 燃料税153円／台に交通量減少分の6,000台をかけたものに365日をかけて得られる3.35
億円／年の減収になる。これらを差し引きすると、表 8 に示しているように、約 22.8 億円／年
になる。第三に、外部費用については高速道路では 120 円／台に交通量 8,000 台をかけたものが
増加要因になるが、 一般道では 232 円／台に交通量減少分の 6,000 台をかけたものが減少要因に
なる。これらの純計を年当たりに換算すると、便益額は約 1.6 億円／年になる。  
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 表  8 には、これらの社会的便益に加えて、管理費や建設費用の推計値を掲載している。管理費
及び建設費用は、 国土交通省道路局が道路４公団民営化の検討に際して公表した推計値を基礎に、
平均的な数値を当てはめたものである。社会的便益と管理費が 40 年間一定であると仮定して、
割引率 4％で割引現在価値を計算すると、約 778 億円になる。建設費用が 1,300 億円と推計され
ているので、便益費用比は 0.60 になり、1 を大幅に下回る。 
表 8   高速道路投資の便益と費用 
便益・費用  金額・便益費用比  単価等 
年当たり便益・管理費（億円／年）  
  消費者余剰の増加  20.1   
  収入増加便益  22.8   
  外部費用減少便益   1.6   
  管理費  -5.2  2千万円/年・km 
 純 計   39.9   
便益の割引現在価値     （億円）    778  割引率4％ 
建設費用          （億円）  1,300  50億円/km 
便益費用比   0.60   
 
感度分析 






  たとえば、 表 8 では費用便益比の推定値が 0.60 であるが、 これは交通量が 8,000 台／日である
という想定に基づいていた。交通量が、低く見積もってもその 3 割減程度に収まり、楽観的に見
積もると 5 割増になると予想される場合には、 低位値を 5,600 台／日に、 高位値を 12,000 台／日
に設定すればよい。 一般道における交通量減少も設定する必要があるが、 これらをそれぞれ 5,000
台減と 6,000 台減に設定すると、表 9 に示しているように、低位値の場合には費用便益比が 0.60
から 0.39 に低下し、高位値の場合には、0.87 に上昇する。便益費用比の変化率の方が交通量の
変化率より若干大きくなっているのは、便益から差し引く管理費が一定だからである。 
  既に述べたように、 日本で用いられている時間費用及び走行費用の原単位は海外のものより高
くなっている。したがって、これらに関する感度分析は非常に重要である。とりわけ、時間費用
の影響は非常に大きく、時間費用を 3 割低くすると便益費用比は 0.46 にまで低下する。走行費
用のうちで燃料税以外の部分についても、かなり高めになっている可能性がある。ただし、走行
費用が一般化費用に占める割合は大きくないので、走行費用（燃料税部分を除く）を 3 割低下さ









 表  9 の最後の行は、 ここで検討した４つの要因すべてについて低位値を使ったケースと高位値
を使ったケースを計算している。これらは、最悪ケース分析（Worst-Case Analysis）、最善ケー
ス分析（Best-Case Analysis）と呼ばれているものの例であり、すべてが悪い方に転んだ最悪のシ
ナリオと、 それと逆にすべてが良い方に転んだ最善のシナリオを表している。 8  当然の事ながら、
最悪ケースと最善ケースの差は非常に大きく、表 9 では 0.28 と 1.07 となっている。 
表 9   感度分析の例 
感度分析変数 中位ケース 低位ケース 高位ケース ケース設定 
交通量  0.39  0.87  低位ケースは３割減、高位ケースは５割増 
時間費用  0.46  0.71  低位ケースは３割減、高位ケースは３割増 
走行費用  0.57  0.60  低位ケースは３割減、高位ケースは３割増 
外部費用  0.57  0.62  藤原・蓮池・金本(2004)表14の比率を用いて設定
すべて 
0.60 




金の 750 円分だけ下がり、 図 6 の 592 , 2 ' 1 = p になる。 一般化費用の低下に伴って、 交通量は ' 1 Q に
増加する。この高速道路交通量の増加にともなって、一般道の交通量は ' 2 Q に減少する。無料化
による便益の増加は３つの部分からなる。 第一は、 高速道路料金がゼロになったことによって発





り 120 円の増加になるので、 マイナスの便益として計上される。 一般道での交通量減少による外
部費用の低下はプラスの便益になる。 便益の増加分はこれら３つの和であり、 図 6 の斜線部の面
積で表される。 
                                                           
8  Boardman, Greenberg, Vining and Weimer (2001)の 7 章を参照。  
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表 10  無料ケースの便益と費用：交通量倍増ケース 
便益・費用  金額・便益費用比 
年当たり便益・管理費      （億円／年）  
  有料ケースの消費者余剰の増加  20.1 
       収入増加便益  22.8 
       外部費用減少便益   1.6 
  無料ケースの消費者余剰の増加  15.2 
       収入増加便益   3.7 
       外部費用減少便益  -2.7 
  管理費  -2.6 
 純 計   58.1 
便益の割引現在価値      （億円）  1,150 
建設費用           （億円）  1,300 
便益費用比  0.88 
 
 表  10は、無料の高速道路を建設することの便益を計算している。9無料化によって、高速道路





                                                           
9  比較の対象としている Without ケースは有料の高速道路を建設することではなく、 高速道路を
建設しないことである。 
10  このケースでは、






  無料にすると料金徴収の必要がなくなるので、 管理費は半分程度に減少する。 これらの調整の
結果、便益費用比は 0.88 に上昇する。 
混雑緩和便益 




  高速道路では混雑現象が発生せず、一般道だけで混雑が発生するとする。図 7 で、車一台あた
りの平均利用者費用 ) ( 2 2 Q c が右上がりになっていることが、 一般道での混雑現象を表している。
高速道路の方は混雑がないので、図 5 と同じである。一般道では、燃料税の負担よりも外部費用
の方が大きいので、一般化費用 ) ( 2 2 Q p は平均利用者費用を下回っている。 
  ここで、高速道路を建設する場合としない場合を考える。しない場合には、すべての車が一般
道を利用し、平均利用者費用は ) ( 2 2 2
B B Q c c = である。高速道路を建設すると、一般道の交通量は
A Q2 に減少し、高速道路の交通量は
A Q1 になる。その結果、一般道では混雑が緩和されるので、
平均利用者費用は ) ( 2 2 2
A A Q c c = に下がる。 一般化費用は、 平均利用者費用に燃料税負担を加えて、
外部費用を引いたものであり、 ) ( 2 2 2
A A Q p p = で表されている。 
  高速道路建設によって一般道で発生する便益は、 付録１で解説されている方式を適用すること
によって計測できる。 これは以下の２つの部分からなる。 第一に、 社会的費用は
B BQ c 2 2 から
A AQ c 2 2
に低下する。図 7 では、これは
A A B B Hc Q EQ c 2 2 2 2 の面積になる。第二に、交通量の減少によって、
利用者が一般道で受けていた便益の一部が失われる。 これは一般均衡需要曲線の下側の面積 （付
録１ではグロスの消費者余剰と呼んでいる） で計測できる。 この場合の一般均衡需要曲線は一般
化費用曲線 ) ( 2 2 Q p であるので、
A BQ GFQ 2 2 が便益の減少分になる。これを社会的費用の減少分か
ら差し引くと、 一般道で発生する便益は図 7 の右側に示されている斜線部分であることが分かる。   
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 表  11はこれまで用いてきた数値例に混雑緩和便益を加えたものである。高速道路を建設しな
い場合には、一般道だけが利用できて、交通量は 30,000 台／日であるとする。高速道路ができ
ると、交通量は全体で 2,000 台／日増加し、8,000 台が高速道路、残りの 24,000 台が一般道を利
用する。 高速道路の建設によって一般道で 5 分間の時間短縮があり、 その結果、 時間費用が 4,052
円／台から 3,658 円／台に、走行費用が 668 円／台から 626 円／台に低下したとする。これに対
応して、社会的費用も一般化費用も低下する。 
 表  11ではグロス消費者余剰を用いて社会的便益を計算している。グロス消費者余剰の増加は
一般均衡需要曲線の下側の面積（高速道路では
B AQ ACQ 1 1 で、一般道では
A BQ GFQ 2 2 ）であり、社
会的費用の減少は高速道路では
A A A A B B Q c Q c Q c 1 1 1 1 1 1 − = − で一般道では
A A B B Q c Q c 2 2 2 2 − （図 7 では
B A A Q DQ c 1 1 1 にマイナスをつけたものと、
A A B B Hc Q EQ c 2 2 2 2 ）となる。一般化費用曲線 ) ( 2 2 Q p が F と
G の間で直線になっていると仮定して、これらを計算したのが、表 11における便益推計値であ
る。時間短縮は 5 分間に過ぎないが、一般道での混雑緩和便益はきわめて大きく、44.1 億円／年
と、高速道路における便益の 37.6 億円／年を上回っている。その結果、便益費用比は 1.24 に上
昇する。 





表 11  混雑緩和便益が存在する場合の便益と費用 
ケース  高速道路建設なし 高速道路建設 
ルート  一般道ルート  高速道路ルート  一般道ルート 
所要時間（分）  51.4  27.5  46.4 
時間費用（円／台）  4,052  2,167  3,658 
社会的費用（円／台）  4,800  2,567  4,370 
一般化費用（円／台）  4,720  3,342  4,284 
交通量（台／日）  30,000  8,000  24,000 
年あたり便益・管理費       
  グロス消費者余剰の増加    117.7  -98.6 
  社会的費用の減少    -75.0  142.7 
  管理費     -5.2   
 純 計      37.6   44.1 
便益の割引現在価値    743  873 
建設費用    1,300 
便益費用比    1.24 
 
５ まとめ 
  本稿では、 需要曲線の左側の面積を用いる消費者余剰アプローチを解説した。 このアプローチ











  現実の政策評価に消費者余剰アプローチを適用するには様々な工夫が必要になる。 交通投資で







  消費者余剰アプローチの適用例として、 アメリカにおける燃費規制の評価と高速道路の建設及 
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び無料化の評価を紹介した。 













  高速道路建設の評価に加えて、 高速道路無料化の便益の評価も行った。 無料にすると高速道路
の利用者が増加するので、便益費用比は上昇する。さらに、高速道路の建設が一般道の混雑緩和
をもたらすという可能性も考慮に入れた便益評価も行った。 一般道で時間短縮が 5 分間といった
レベルであっても、便益費用比は 0.60 から 1.24 に大きく上昇した。 
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付録１  消費者余剰アプローチの理論的基礎 
消費者余剰 
















ャルの消費者余剰を用いて何の問題も発生しない。これは、効用関数が ) ( ) , ( Q u z Q z U + = の形で
表すことができる場合である。ここで、 z   は合成消費財で、Q は交通量である。消費者の所得
制約を T pQ z Y + + = とする。ここで、Y 、 p、T   はそれぞれ、所得、交通の価格、交通部門の
赤字をまかなうための一括税である。 この予算制約のもとで効用を最大化する問題を解くと、 限
界効用が価格に等しいという１階の条件 p Q u = ) ( ' が導かれる。この条件によって、すべての価
格水準に対応して需要量が求まる。こうして得られたのが需要曲線である。限界効用を
) ( ' ) ( Q u Q MU = で表すと、 ) (Q MU p = が需要量の関数として価格を表す逆需要関数を与える。こ
の関数の逆関数が通常の需要関数 ) (p D Q = である。 
  さて、一般性を失わずに、効用関数を 0 ) 0 ( = u となるように基準化することができる。そうす
ると、限界効用関数をゼロからQ まで積分したものが、 
(A - 1)    ∫ =
Q
dq q MU Q u
0 ) ( ) (  
に一致する。この式の右辺は需要曲線の下の面積であり、消費者余剰を図示している図 A-1で




















各消費者が負担する費用cを平均利用者費用と呼ぶ。 平均利用者費用は交通量  Q   と道路の交通
容量  K   に依存し、 ) , ( K Q c の形に書くことができる。総利用者費用は平均利用者費用に交通量
をかけることによって求まる： ) , ( ) , ( K Q Qc K Q C = 。道路の建設と維持・補修・管理にかかる費
用をキャパシティー費用と呼び、 ) (K F で表す。単純化のために、このキャパシティー費用は交
通量には依存しないものとする。 この仮定は利用者費用の方に交通量に依存する部分を付け加え










の消費者余剰 GCS は消費者余剰 CS と供給者の収入の和であり、需要曲線の下の部分の面積で
ある。図 A-2の斜線部分が投資によるグロス消費者余剰の増加を表している。 
 図  A-3は平均費用を用いて総利用者費用の変化を表している。プロジェクトが実行された場
合とされなかった場合の総利用者費用はそれぞれ O HQ c
A A と O GQ c
B B であり、プロジェクトに
よる総利用者費用の変化は斜線部分
A BGIc c   から灰色部分














































え字 1 で表し、路線２を添え字 2 で表す。たとえば、路線１と２の平均利用者費用はそれぞれ
) , ( 1 1 1 K Q c と ) , ( 2 2 2 K Q c である。路線２の交通容量 2 K はこれからの分析では所与なので、この変
数は省略する。総効用関数はこれまでと同じく準線形で、 ) , ( ) , , ( 2 1 2 1 Q Q u z Q Q z U + = の形をして
いるとする。消費者の予算制約式は、 T Y Q p Q p z − = + + 2 2 1 1 である。ここで、これまでと同じ
く、T は交通部門の赤字をまかなうための税金であり、 
(A - 2)    [] [ ] 2 2 2 2 2 1 1 1 1 1 1 1 ) ( ) ( ) , ( F Q C Q p K F K Q C Q p T − − − − − − =  
を満たす。 
  効用最大化の１階の条件から、限界効用が価格に等しくなり、以下の関係が成立する。 
(A - 3)    ()
1 2 1 1
1
2 1 ) , (
,







(A - 4)    ()
2 2 1 2
2
2 1 ) , (
,







これらの式を 1 Q と 2 Q について解くと、各路線に対する需要関数、 () 2 1 1 1 , p p D Q = 、 
() 1 2 2 2 , p p D Q = が得られる。これらの需要関数と予算制約式を効用関数に代入すると、効用水準
を価格と交通容量の関数として、 
(A - 5)  Y F K F p p D C K p p D C p p D p p D u U + − − − − = 2 1 1 1 2 2 2 1 2 1 1 1 1 2 2 2 1 1 ) ( )) , ( ( ) ), , ( ( )) , ( ), , ( (  
の形に表すことができる。 
  以上の準備のもとに、路線２の価格が歪んでいるときの次善の問題を考える。ここでは、路線
２の価格づけに関して、一般的な価格づけルール ) ( 2 2 2 Q P p = を考える。このルールは、混雑料
金ゼロのケース（ ) ( 2 2 2 Q c p = ）、平均費用料金のケース（ 2 2 2 2 2 / ) ( Q F Q c p + = ）、及びファー
スト・ベスト料金のケース（ ) ( 2 2 2 Q MSC p = ）を含む。 
  路線２の需要関数を価格づけルールに代入すると、 ( ) ( ) 1 2 2 2 2 , p p D P p = となる。これを 2 p に関
して解くと、 路線２の価格を路線１の価格の関数 ( ) 1
*
2 2 p p p = として表すことができる。 さらに、
この関係を需要関数に代入すると、 
(A - 6)    ( ) ( ) ( ) 1 1 1
*
2 1 1 1 , p d p p p D Q ≡ =   
(A - 7)    ( ) ( ) ( ) 1 2 1 1
*
2 2 2 , p d p p p D Q ≡ =   
となる。(A - 6)式は、路線１の一般均衡需要関数と呼ばれる。この関数は、経済の他部門に及ぼ
す影響（一般均衡的波及効果）を考慮に入れて、路線１の価格と需要量の関係を表したものであ
る。一般均衡需要関数の逆関数を ) ( ~
1 1 Q p で表すと、  
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(A - 8)    ) ( ~ ) ( 1 1 1
1
1 1 Q p Q d p ≡ =
−  
が成立する。 
  路線２の価格を路線１の価格の関数として表す代わりに、その逆関数 




1 1 p p p p p
−
≡ =  
を使うことも可能である。この関係を(A - 7)式に代入すると、路線２の需要関数を路線２の価格
の関数として表すことができる。 
(A - 10)   ) ( ˆ )) ( ( 2 2 2
*
1 2 2 p d p p d Q ≡ =  
路線２の価格はつねに価格づけルールを満たさなければならないので、 この式は価格づけルール
) ( 2 2 2 Q P p = の逆関数に一致していなければならない。これらの関係は以下の２つの図に示され
ている。 
図 A-5  一般均衡需要関数の導出 
) ( 2 2 2 Q P p = ( ) 1 2 2 2 , p p D Q =
( ) 2 1 1 1 , p p D Q =
) ( ˆ
2 2 2 p d Q =
() () 1 2 2 2 2 , p p D P p = ( ) 1
*
2 2 p p p =
( ) ( ) () 1 2 1 1
*
2 2 2 , p d p p p D Q ≡ =
( ) ( ) () 1 1 1
*
2 1 1 1 , p d p p p D Q ≡ =
) ( 2
*

































  まず、消費者余剰と生産者余剰を定義しなければならない。社会厚生を(A - 5)式で与えられる
代表的個人の効用関数で定義する。念のために、以下にこの関数を再掲しておく。 
(A - 11)   Y F K F Q C K Q C Q Q u U + − − − − = 2 1 1 2 2 1 1 1 2 1 ) ( ) ( ) , ( ) , (  
消費者余剰（CS ）と路線１及び路線２の生産者余剰（ 1 PS と 2 PS ）を以下のように定義するこ
とができる。 
(A - 12)   ] [ ) , ( 2 2 1 1 2 1 Q p Q p Q Q u CS + − =  
(A - 13)   ) , ( 1 1 1 1 1 1 K Q C Q p PS − =  
(A - 14)   ) ( 2 2 2 2 2 Q C Q p PS − = . 
さらに、グロス消費者余剰を ) , ( 2 1 Q Q u GCS = で定義する。このグロス消費者余剰は消費者余剰
と交通部門の収入との和になる。 




(A - 16)   2 1 2 1 C C GCS PS PS CS B − − = + + =  
で表す。 この式の第２の等号は、 消費者余剰と生産者余剰の和がグロス消費者余剰から総利用者
費用を引いたものに等しいことを表している。消費者の効用は、便益から固定費用を引き、それ




格を ) ( ˆ
1 1 1
B B K P p = から ) ( ˆ
1 1 1
A A K P p = に低下させるようなプロジェクトを考えてみよう。このプ
ロジェクトの便益は
B A B B B − = ∆ であり、これは消費者余剰と生産者余剰の変化に分解できる。  
   2 1 PS PS CS B ∆ + ∆ + ∆ = ∆  
ここで、
B A CS CS CS − = ∆ 、
B A PS PS PS 1 1 1 − = ∆ 、
B A PS PS PS 2 2 2 − = ∆ であり、添え字 A  と B  は
このプロジェクトが実施される場合と実施されない場合とを表している。 
  需要曲線の左側の面積で計測される部分均衡分析における消費者余剰は、 我々の２部門一般均
衡モデルに直接に拡張できる。消費者余剰を 1 K の関数として以下のように書く。 
  )) ( ˆ ( )) ( ˆ ( * )) ( ˆ ( ) ( ˆ ))) ( ˆ ( )), ( ˆ ( ( ) ( 1 1 2 1 1 2 1 1 1 1 1 1 1 2 1 1 1 1 K P d K P p K P d K P K P d K P d u K CS − − =  
この式を 1 K   について微分し、それを再度、
B K1 から 
A K1 まで積分すると、消費者余剰の変化
CS ∆ を  




K dK K S C CS
1
1
1 1) (   
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の形に書き直すことができる。ここで、チェイン・ルールを繰り返し適用すると、 
  {} ) ( ' ˆ ) ( *' ) ( ' ) ( ) ( ' ) ( ) ( 1 1 1 2 2 1 1 2 2 2 1 1 1 1 1 K P p p d d p d p MU p d p MU K S C − − − + − = ′  
が得られる。 右辺の大括弧の中の最初の２つの項は効用最大化の１階の条件からゼロになるので、
さらに、 
(A - 17)   ) ( ' ˆ )} ( *' ) ( ˆ ) ( { ) ( 1 1 1 2 2 2 1 1 1 K P p p p d p d K S C + − = ′  
の形に単純化できる。 ここで、 )) ( ( ) ( ˆ
2
*
1 2 2 2 p p d p d = を用いている。 ) ( ˆ
1 1 1 K P p = 、 1 1 1 1 ) ( ' ˆ dK K P dp = 、
) ( * 1 2 2 p p p = の３つの条件が成立していることに注意して、変数変換を行うと、 













2 2 2 1 1 1 ) ( ˆ ) (  
が得られる。(A - 17)式の右辺にマイナスがかかっていることを反映して、右辺の積分はこれま
でとちがって A から B の方向にとられていることに注意されたい。路線１と２の消費者余剰の
変化を  




p dp p d CS
1
1
1 1 1 1 ) (  




p dp p d CS
2
2
2 2 2 2 ) ( ˆ  
で定義する。これらは需要曲線の左側の面積であり、図 A-7の斜線部分で表される。 



























  グロス消費者余剰（GCS）は需要曲線の下の部分の面積 




Q dQ Q p GCS
1
1
1 1 1 1 ) ( ~  




Q dQ Q p GCS
2
2
2 2 2 2 ) ( ~  
である。GCS を用いると、プロジェクトの便益を GCS の変化から総利用者費用の変化を差し引
いたもの  
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(A - 20)   2 1 2 1 C C GCS GCS B ∆ − ∆ − ∆ + ∆ = ∆  
として表すことができる。つまり、 
   便益＝グロス消費者余剰の増加の和－総利用者費用の増加の和 
で計算することができる。 
 図  A-9は総利用者費用の変化を表している。路線１では、プロジェクトが実行された場合と
されなかった場合の総利用者費用はそれぞれ 1 1 1 O HQ c
A A と 1 1 1 O GQ c
B B であり、 プロジェクトによる
総利用者費用の変化は斜線部分
A AGIc c 1 1   から灰色部分


































































































































長方形 cIQO  から長方形  c’HQ’O に増加させる。 この増加は、 追加された車両自身が負担する部
分と他の既存車両によって負担される部分との２つに分解できる。 この図の灰色に塗った部分が
後者の外部費用を表し、斜線部分が追加車両の自己負担分を表している。数学的には、追加車両
の社会的限界費用（MSC、Marginal Social Cost）は、 











= / ) , ( , 


























  微分したものを積分すると元の関数に戻ることから、以下の関係が得られる。 





























  まず、価格体系の歪みがないファースト・ベストのケースから始めよう。図 A-13は総利用者
費用の変化を表している。総利用者費用は MSC  曲線の下の部分の面積であり、その変化は図の
斜線部分から灰色部分を引いたものに等しい。この図を図 A-8と重ね合わせると、便益は図 
A-14の斜線部分であることが分かる。 
  この場合には、図 A-8におけるグロスの消費者余剰の増加が図 A-13における総利用者費用の







p ∆ は需要者の消費者余剰を D p) (∆ だけ減少させ、 供給者の生産者余剰を S p) (∆ だけ増加させる。
ここで、D  と S  はそれぞれ需要量と供給量を表す。均衡では需要と供給が等しいので、需要者
の損害と供給者の利益は貨幣単位で等しくなる：  S p D p ) ( ) ( ∆ = ∆ 。 
  なお、補償変分（CV） や等価変分 （EV）を用いると、一般には波及効果の便益は相殺しない。
したがって、 所得効果が無視できない場合には波及効果の扱いが面倒になる。 しかし、 Kanemoto 




                                                           
11  アレー余剰については、常木 (2000)を参照されたい。  
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しかしながら、総交通費用の減少 2 C ∆ − はこの便益を過大評価することに注意が必要である。図 








































































付録２  代替性が不完全な場合の新規路線の便益評価 









  高速道路を建設しない場合には、 全交通需要Q が一般道を利用し、 この場合の一般化費用 （＝
社会的費用）は 2 p である。高速道路を建設すると、
A Q1 だけが高速道路に移り、残りの
A Q2 は一
般道を利用する。高速道路の一般化費用は 1 p である。一般道の一般化費用は高速道路を建設し
































  高速道路と一般道の２つのルートの周辺に利用者の起点と終点が散らばっており、 どちらのル
ートが利便性が高いかが利用者によって異なっていると考える。簡単化のために、利用者は 0
と b の間の線分上に立地しているとし、高速道路は端点の 0 地点にあり、一般道は 2 x の地点に
あるとする。地点 x にいる利用者が高速道路を利用したときの消費者余剰は x p A U τ − − = 1 1 で、
一般道を利用したときの消費者余剰が 2 2 2 x x p A U − − − = τ であるとする。 ここで、 1 p と 2 p は高
速道路と一般道の一般化費用であり、τ は km あたりのアクセスのコスト、A は道路利用の便益
であり、 2 x x− は 2 x x− の絶対値を表す。 
図 A-18  アクセスに関する差別化 
0 b x2
p2 p1
2 2 x p τ +
x ˆ  
 
 図  A-18の太線はアクセス・コストを含んだ交通費用を表している。高速道路が建設された場
合には、0 と 2 / ) ( ˆ 2 2 1 x p p x τ + + − = の間の利用者は高速道路を利用した方がコストが低いので高
速道路を使い、x ˆ と b の間の利用者は一般道を使う。高速道路の建設によって便益を受けるのは





アプローチはバイアスを生んでしまう。もし 2 x がゼロであれば、真の便益は総交通費用アプロ











2 2 x p τ + 投資の便益
 
時間価値の相違 
  次に、個人によって時間価値が違う場合を考えてみよう。分当たりの時間価値を v で表し、こ
れがvとv の間に分布しているとする。一般化費用は貨幣的費用と時間費用から構成され、
vt c p + = で表されるとする。ここで、cは貨幣的費用であり、t は所要時間である。高速道路の
場合には 1 1 1 vt c p + = で、一般道の場合には 2 2 2 vt c p + = となる。時間価値の高い人は通常は所得
が高いので、貨幣単位で表現した効用水準が高くなる。これを表現するために、所得が時間価値
に比例し、 vT Y = で与えられると仮定する。この場合の効用水準は p vT U − = となる。高速道
路を利用したときの効用（消費者余剰）は 1 1 1 vt c vT U − − = で、一般道を利用したときの効用は
2 2 2 vt c vT U − − = である。 
























v v − ^ −  
 
  両ルート間の効用水準の差を 2 1 U U U − = ∆ で表すと、 
   ) ( ) ( 2 1 1 2 c c v t t U − − − = ∆  
となる。これを図示しているのが以下の図である。時間価値が一様分布をしている場合には、斜
線部分の面積を用いて高速道路投資の便益を表すことができる。この図で、v ˆの値は実際のデー
タから簡単に求めることができる。たとえば、表 2-4 の例では、時間差が 23.93 分で、貨幣的費
用の差が 508 円であるので、v ˆは 21.2 円／台・分である。 これは表 2-5 の原単位の 78.8 円／台・
分に比べて非常に小さい。 
















) ( ) ( 2 1 1 2 c c v t t − − − ∆U
 






) ( ) ( 2 1 1 2 c c v t t − − −
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∆U
 
 